
育 児 時 短 勤 務 手 当 金 請 求 書 

照 合 係 

 
 

  決定額 
円 

組合員 

氏 名 
共済 太郎 

記号

番号 
○○○ － ○○○○ 

所 属 

機関名 
○○市役所 

育 児 時 短 勤 務 

開始時の標準報酬 

の等級及び月額 

 

第 ２２ 級 
 

３００，０００ 円  

育児時短勤務 

に係る子の 

生 年 月 日 

令和  ７ 年  ４ 月  １ 日 

育 児 時 短 

勤 務 の 期 間 
令和   ７年   ４月   １日 から 令和  １０年   ３月  ３１日（予定）まで 

育 児 時 短 勤 務 

手当金の請求期間 
令和   ７年   ４月   １日から令和   ７年   ６月  ３０日まで 

育児時短勤務を開 

始する前の１週間

の所定勤務時間 

週  ３８  時間  ４５  分 

支給対象月 

中の１週間の 

所定勤務時間 

週  ２４ 時間  ３５ 分 

支給対象月に支払

われた報酬の額 

７６１，５００ 円   
（内訳については別添報酬支給額証明

書（育児時短勤務手当金用）のとおり。） 

請 求 額 ７６，１５０ 円  

 

上記のとおり請求します。 

 愛知県市町村職員共済組合理事長 様 
  

   令和   ７ 年   ７ 月   １ 日 

                   住 所  ○○市○○町○○ 

              請 求 者 

                   氏 名  共済 太郎 

 

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 
  

   令和   ７ 年   ７ 月   ２ 日 

                   職 名  ○○市長 

              所属所長 

                   氏 名  ○○ ○○ 

 

１ 育児時短勤務を行った月の経過後に、育児時短勤務を行った月ごと提出してください。 

２ 「育児時短勤務開始時の標準報酬の等級及び月額」欄は、育児時短勤務を開始した日の属する月における標準

報酬の月額について記載してください。 

３ 「育児時短勤務の期間」欄は、育児時短勤務に係る子が２歳に達することにより育児時短勤務手当金の支給が

終了する場合には、当該子の２歳の誕生日の前々日を記載してください。 

  なお、育児時短勤務が終了した場合は、「（予定）」を二重線で消除し、当該終了した日（新たに産前産後休

業、介護休業又は育児休業を開始した場合は、当該開始した日の前日）を記載してください。 

４ 「育児時短勤務を開始する前の１週間の所定勤務時間」欄は、育児時短勤務に入る前の本来の１週間の所定勤

務時間を記載してください。 

５ 「支給対象月中に支払われた報酬の額」欄は、支給対象月に支払われた報酬（臨時のもの及び３か月を超える

期間ごとに支払われるものを除く。）の合計額を記載し、その内訳について「報酬支給額証明書（育児時短勤務

手当金用）」を添付してください。 

６ この請求には、次の書類を添付してください。 

 ⑴ 育児時短勤務に関する所属機関の長の証明書 

 ⑵ 支給対象月中の１週間の所定労働時間についての所属機関の長又は給与事務担当者の証明書 

 ⑶ 報酬支給額証明書（育児時短勤務手当金用） 

 ⑷ その他必要な書類 
 

 

一般組合員が令和７年４月から育児短時間勤務を取得し、 

４月、５月、６月に支払われた報酬が、いずれも育児時短勤務開始月（４月）の標準

報酬月額の９０％未満であるとき（３か月分を一括で請求する場合） 

 
 ・４月分の手当金支給額 ＝ 支給対象月に支払われた報酬の額 × 10％ 

＝ 250,000 × 10/100 

＝ 25,000円 （円未満切捨て） 
 

 ・５月分の手当金支給額 ＝ 支給対象月に支払われた報酬の額 × 10％ 

＝ 256,000 × 10/100 

＝ 25,600円 （円未満切捨て） 
 

 ・６月分の手当金支給額 ＝ 支給対象月に支払われた報酬の額 × 10％ 

＝ 255,500 × 10/100 

＝ 25,550円 （円未満切捨て） 
 

記入例１ 

請求額 

76,150円 



育 児 時 短 勤 務 手 当 金 請 求 書 

照 合 係 

  

  決定額 
円 

組合員 

氏 名 
共済 花子 

記号

番号 
○○○ － ○○○○ 

所 属 

機関名 
○○市役所 

育 児 時 短 勤 務 

開始時の標準報酬 

の等級及び月額 

 

第 ２２ 級 
 

３００，０００ 円  

育児時短勤務 

に係る子の 

生 年 月 日 

令和  ７ 年  ２ 月  ３ 日 

育 児 時 短 

勤 務 の 期 間 
令和   ７年   ４月   １日 から 令和   ９年   ３月  ３１日（予定）まで 

育 児 時 短 勤 務 

手当金の請求期間 
令和   ７年   ５月   １日から令和   ７年   ５月  ３１日まで 

育児時短勤務を開 

始する前の１週間

の所定勤務時間 

週  ３８  時間  ４５  分 

支給対象月 

中の１週間の 

所定勤務時間 

育児部分休業のため別紙のとおり 

支給対象月に支払

われた報酬の額 

２８０，０００ 円   
（内訳については別添報酬支給額証明

書（育児時短勤務手当金用）のとおり。） 

請 求 額 １８，００４ 円  

 

上記のとおり請求します。 

 愛知県市町村職員共済組合理事長 様 
  

   令和   ７ 年   ６ 月   １ 日 

                   住 所  ○○市○○町○○ 

              請 求 者 

                   氏 名  共済 花子 

 

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 
  

   令和   ７ 年   ６ 月   ２ 日 

                   職 名  ○○市長 

              所属所長 

                   氏 名  ○○ ○○ 

 

１ 育児時短勤務を行った月の経過後に、育児時短勤務を行った月ごと提出してください。 

２ 「育児時短勤務開始時の標準報酬の等級及び月額」欄は、育児時短勤務を開始した日の属する月における標準

報酬の月額について記載してください。 

３ 「育児時短勤務の期間」欄は、育児時短勤務に係る子が２歳に達することにより育児時短勤務手当金の支給が

終了する場合には、当該子の２歳の誕生日の前々日を記載してください。 

  なお、育児時短勤務が終了した場合は、「（予定）」を二重線で消除し、当該終了した日（新たに産前産後休

業、介護休業又は育児休業を開始した場合は、当該開始した日の前日）を記載してください。 

４ 「育児時短勤務を開始する前の１週間の所定勤務時間」欄は、育児時短勤務に入る前の本来の１週間の所定勤

務時間を記載してください。 

５ 「支給対象月中に支払われた報酬の額」欄は、支給対象月に支払われた報酬（臨時のもの及び３か月を超える

期間ごとに支払われるものを除く。）の合計額を記載し、その内訳について「報酬支給額証明書（育児時短勤務

手当金用）」を添付してください。 

６ この請求には、次の書類を添付してください。 

 ⑴ 育児時短勤務に関する所属機関の長の証明書 

 ⑵ 支給対象月中の１週間の所定労働時間についての所属機関の長又は給与事務担当者の証明書 

 ⑶ 報酬支給額証明書（育児時短勤務手当金用） 

 ⑷ その他必要な書類 
 

 

記入例２ 

 

一般組合員が令和７年４月から育児部分休業（その初日及び末日を明らかにして承認

を請求したもの）を取得し、支給対象月（５月）に支払われた報酬が育児時短勤務開

始月（４月）の標準報酬月額の９０％以上１００％未満となるとき 

 

 ・逓減給付率 ＝ 
標準報酬月額 − 支給対象月に支払われた報酬

支給対象月に支払われた報酬
 × 

9

10
 

        ＝（ 300,000 － 280,000 ）÷ 280,000 × 9/10 

        ＝ 0.064285714… 

        ≒ 6.43％  (小数点第三位四捨五入) 
 

 ・５月分の手当金支給額 ＝ 支給対象月に支払われた報酬 × 逓減給付率 

              ＝ 280,000 × 6.43％ 

                  ＝ 18,004円  (円未満切捨て)   請求額 18,004円 
 


